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公明党 民主・市民
フォーラム

たちかわ
自民党 日本共産党 緑たちかわ 市民の党 立川・生活者

ネットワーク 安進会

議員数（人） 7 7 6 4 1 1 1 1

交付額 4,200,000 4,200,000 3,600,000 2,400,000 600,000 600,000 600,000 600,000 

支
出
額

調 査 研 究 費 2,088,083 398,090 347,080 140,630 52,200 35,420 62,740 35,000 

研 　 修 　 費 268,860 0 0 0 3,980 0 83,812 0

広 　 報 　 費 0 3,144,957 623,280 687,153 434,275 81,103 271,684 0

広 　 聴 　 費 0 0 287,398 0 0 0 0 0

要請・陳情活動費 74,717 0 0 0 0 0 0 0

会 　 議 　 費 0 0 210,000 0 0 0 0 0

資 料 作 成 費 0 0 0 0 84,000 43,127 0 0

資 料 購 入 費 60,028 144,165 40,000 0 77,306 4,884 3,250 0

人 　 件 　 費 0 0 0 0 0 0 0 0

事 　 務 　 費 167,704 210,144 1,391,288 90,818 29,525 69,287 4,470 0

支 出 合 計 2,659,392 3,897,356 2,899,046 918,601 681,286 233,821 425,956 35,000 

返　還　額 1,540,608 302,644 700,954 1,481,399 － 366,179 174,044 565,000 

（※ 1）交付額は月額 5 万円に会派の人数を乗じた金額です。
（※ 2）たちかわ自民党については、年度途中で所属議員が 1 名辞職しており、これに係る交付額は平成 25 年５月 21 日に返還済みです。

政務活動費の使途として「認められないもの」
・政党本来の活動に属する経費…党費や党大会賛助金、党大会参加のた
めの旅費等
・交際費的な経費…せん別、病気見舞、年賀状（印刷代を含む）等
・飲食に要する経費…飲食代（宿泊に伴うもの、各種会議の会費に含ま
れるもの、茶菓子代を除く）等
・レクリエーション等の経費
・選挙活動に伴う経費
・その他議員個人の私費的経費

政務活動費とは

　議員の調査研究などの活動に必要な経費の一部とし
て交付されるものです。本市では、地方自治法の規定
に基づいて立川市議会政務活動費交付条例を定めてお
り、全ての支出に領収書等の添付（１円から）を義務
付けています（領収書が出ない公共交通機関利用を除
く）。

単位（円）

立川市議会 検索

クリック！

月 日 時 間 会 議 名 摘　　　要
９月２日（火） 午前

10時
本会議 会期の決定、一般質問

３日（水） 本会議 一般質問
４日（木） 本会議 一般質問
５日（金） 本会議 一般質問
８日（月） 本会議 請願・陳情の付託、議案審議
９日（火） 決算特別委員会
10日（水） 決算特別委員会
11日（木） 決算特別委員会
12日（金） 決算特別委員会
17日（水） 総務委員会
18日（木） 厚生産業委員会
19日（金） 環境建設委員会
22日（月） 文教委員会
24日（水） 特別委員会

特別委員会の数が増減したときは、
日程を繰り上げまたは繰り下げる。25日（木） 特別委員会

26日（金） 特別委員会
30日（火） 議会運営委員会

10月１日（水） 本会議 議案審議、委員会審査意見報告等
※臨時会、定例会とも本会議・委員会は傍聴できますので、お気
軽にお越しください。傍聴受付けは会議開始15分前より行い
ます。

※本定例会で審議する請願・陳情の締め切りは８月25日( 月 ) 午
後５時です。
お問い合わせ　議会事務局　☎523-2111内線 3326、3327

月 日 時 間 会 議 名 摘　　　要

７月22日(火） 議員全員協議会（非公開）終了後 本会議 会期の決定、議会人事、議案審議等
開始時間は未定です。

23日(水） 午前10時 本会議
※全日程が初日に終了した場合、２日目の会議は開かれない場合があります。

（※2）

（※1）
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〔議案等の審査〕
◆「民間賃貸住宅居住者への家賃補助創設等を求める請願」を継
続審査とする
◆「新聞購読料への消費税軽減税率適用を求める請願について」
を不採択すべきものと決定したが、本会議最終日に委員長の報
告（不採択）が否決され、その後、原案について採決し、賛成
多数で採択となった
◆「立川市市役所内１階玄関横フロア部分の利用活用に関する陳
情」を継続審査とする
◆「消費税増税中止に関する陳情」を不採択すべきものと決定
◆「立憲主義を否定する政府の憲法解釈変更による集団的自衛権
行使に反対する意見書の提出を求める陳情」を継続審査とする
◆「原発の再稼働・輸出に反対する意見書を国へ提出することを
求める陳情」を継続審査とする

〔主な報告事項〕
◆立川市公共施設あり方提言について　他10件

〔議案等の審査〕
◆「ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充に関する陳情」
を採択すべきものと決定
◆「国民健康保険料の連続値上げの撤回を求める陳情」を不採択
すべきものと決定

〔主な報告事項〕
◆立川シティプロモーション基本指針の策定について
◆平成26年度学童保育所待機児童について
◆平成26年度保育園待機児童について
◆臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金の支給事務につい
て
◆立川市の介護保険について
◆風しん対策事業の実施状況について　他10件

〔特定事件〕
◆旧庁舎周辺地域まちづくりについて
◆立川駅北口西地区再開発及び立川駅西側新自由通路について
◆都市軸沿道地域まちづくりについて
◆新庁舎周辺地域まちづくりについて
◆武蔵砂川駅・西武立川駅周辺地区まちづくりについて
◆立川基地跡地昭島地区まちづくりについて
〔特定事件の審査意見報告に付された意見（抜粋）〕
　立川のまちづくりについては、特定事件にあるように、それぞ
れの地域の特性に合わせたかたちで取り組まれてきている。
　旧庁舎周辺地域まちづくりについては、旧庁舎周辺地域グラン
ドデザインに基づくまちづくりを進めており、さらなるにぎわい
の創出に努められたい。立川駅西側新自由通路については、再開
発事業との同時オープンを目指し、新改札口設置と合わせ進めて
おり、今後とも全体費用の削減に努められたい。
　立川のまちづくりについては、一定の方向性が示され、目標に
向かって進んでいるものと考えられる。
　商業・業務、文化、研究、防災などの広域的な拠点形成や交通
網の整備を促進し、緑豊かな環境と調和を図るとともに、今後到
来する人口減少・少子高齢化においてはユニバーサルデザインや
地球環境に配慮した持続可能な都市をつくることが求められてお
り、総合的な観点からまちづくりを推進されたい。

〔特定事件〕
◆清掃工場移転について
〔主な報告事項〕
◆自転車等駐車場に係る料金体系の見直しについて
◆家庭ごみ戸別収集・有料化の実施後の状況について　他５件
〔特定事件の審査意見報告に付された意見（抜粋）〕
　平成25年２月14日、本会議において、新清掃工場の候補地として
立川基地跡地昭島地区土地区画整理事業地区内の公的利用分を示し
たことは、大きな前進と評価するところである。
　今後さらに事業を進めるために次のことを求める。
１　立川市は、新清掃工場候補地周辺住民の方に対して丁寧な説
明を行い、新清掃工場建設への理解が得られるよう取り組みを
進めること。また、用地取得については、地元調整などを含め、
今後国と協議を進めること。
２　立川市は、若葉町の清掃工場について、平成20年12月31日を
もって移転すると周辺自治会と協定を結んできた。協定の期限
が切れて６年目となった現在、移転先の候補地を示したが具体
的な移転時期が示せる段階には至っていない。また、新清掃工
場建設には、７年から10年を要することから、その間、現清掃
工場でのごみ処理を継続しなければならない。よって、現清掃
工場周辺住民の環境や健康に対する不安にこたえるため、周辺
住民の理解のもと安定稼働に努めること。
３　市民の協力のもと、立川市は燃やせるごみの減量をさらに進
めるとともに、非焼却による再資源化施設の実証導入にあたっ
ては、安全性、効率性、生成される炭素化物の活用などを検証
して進めること。

〔議案等の審査〕
◆「立川市子どものいじめ防止条例」を可決すべきものと決定
◆「立川市教育委員会の適正な活動を求める陳情」を継続審査と
したが、陳情者より撤回の申し出があり、本会議最終日に、申
し出どおり撤回が許可された

〔主な報告事項〕
◆第一小学校の建てかえ事業について
◆第九小学校の大規模改修工事について
◆平成26年度の学力向上に向けた取り組みについて
◆地区図書館への指定管理者制度の拡大について

〔特定事件〕
◆議会改革について
〔特定事件の審査意見報告に付された意見（抜粋）〕
　これまで、本特別委員会を11回、同協議会を40回開催して、議
会基本条例の検討のほか、予算特別委員会と決算特別委員会の審
査方法の見直しや議会報告会の開催などを行ってきた。
　議会基本条例の制定に向けては、市民との意見交換会を３回開
催、条例素案及び逐条解説に対するパブリックコメントを実施し、
本年第１回定例会において「立川市議会基本条例」を可決した。
　本年第２回定例会において、条例に付随した逐条解説と文書質
問取扱要領などが整備されたことから、初期の目標は達成された
ものと考える。

〔特定事件〕
◆立川市第４次基本構想について
〔主な報告事項〕
◆タウンミーティングについて
◆第４次長期総合計画検討市民会議について
◆長期総合計画審議会について　他２件
〔特定事件の審査意見報告に付された意見（抜粋）〕
　市の報告では、第３次基本構想における施策の大綱に基づき、
６つの分野について、総括、振り返りを行ったとの報告があり、
この中で引き続き取り組むべき課題や施策に対する必要な視点が
取り上げられている。また、人口減少や少子化・高齢化といった
人口構造の変化等の将来的な社会情勢への対応も必要になってく
る。本特別委員会に報告された新たな将来像に基づき、今後の時
代を見据えた第４次基本構想を策定することを要望する。
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　第２回定例会には新たに請願１件、陳情６件が提出
されました。前回からの継続審査となっていた請願１
件、陳情１件とあわせて、９件を慎重に審議しました。
　その結果、２件を採択、２件を不採択、４件を継続
としました。
　なお、「立川市教育委員会の適正な活動を求める陳
情」は本定例会中に陳情者より撤回の申し出があり、
本会議最終日において撤回が許可されました。

継続審査になりました

件　　　　　名 要　　　　旨

民間賃貸住宅居住者への家賃補
助創設等を求める請願

　国に対して、家賃補助制度の創設を市議会と
して要求することなどを求めるもの

立川市市役所内１階玄関横フロ
ア部分の利用活用に関する陳情

　市役所１階玄関横フロア部分をＪＡの即売場
所として利用することや、市役所内に郵便局の
支店を設置することを求めるもの

立憲主義を否定する政府の憲法
解釈変更による集団的自衛権行
使に反対する意見書の提出を求
める陳情

　立憲主義を否定する政府憲法解釈の変更によ
る集団的自衛権行使について、安倍首相の方針
の撤回を求める意見書を国会および政府に提出
することを求めるもの

原発の再稼働・輸出に反対する
意見書を国へ提出することを求
める陳情

　大切な子どもたちのために、原発の再稼働・
輸出に反対する意見書を国に提出することを求
めるもの
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採択されました

不採択になりました

件　　　　　名 要　　　　旨

新聞購読料への消費税軽減税率
適用を求める請願について

　新聞購読料への消費税軽減税率適用について
国に意見書を提出することを求めるもの

ウイルス性肝炎患者に対する医
療費助成の拡充に関する陳情

　ウイルス性肝硬変・肝がんに係る医療費助成
制度を創設することや、肝機能障害による身体
障害者手帳の認定基準を緩和することについて
衆参両議院並びに政府に意見書を提出するよう
に求めるもの

件　　　　　名 要　　　　旨

消費税増税中止に関する陳情 　消費税率を５％に戻し、増税の中止を求める
意見書を国に提出することを求めるもの

国民健康保険料の連続値上げの
撤回を求める陳情

　「賦課不足は原則加入者の保険料で賄う」とす
る考えを撤回し、国保料の毎年値上げをやめる
ことなどを市に求めるもの

※継続審査となった請願・陳情は、７月13日、議員の任期満了に伴い審議未了、
廃案となります。

会科見学しませんか？会科見学しませんか？会科見学しませんか？（小・中学生対象）社
市内学校単位での議会見学を受け入れています。
身近な市議会を勉強してみませんか。

【問い合わせ】議会事務局
　　　　　　　☎523－2111　内線 3322

　平成26年4月25日に発行いたしました「たちかわ市議会だより
（第291号）」につきまして、一部、印刷不良により、第一面の写
真に汚れが写りこんでいる場合がございます。
　市民の皆さまならびに関係各位にご迷惑をお掛けしましたこと
を深くお詫びいたします。

●
●
●
●

●

たちかわ市議会だより（第291号）印刷不良のお詫び




